
○私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律 

（昭和二十二年四月十四日法律第五十四号） 

第二条 

９ この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当する行為

であつて、公正な競争を阻害するおそれがあるもののうち、公正取引委員会が指定す

るものをいう。  

一  不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。   

二  不当な対価をもつて取引すること。  

三  不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。  

四  相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。  

五  自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。  

六  自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他

の事業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該事業者が会社で 

ある場合において、その会社の株主若しくは役員をその会社の不利益となる行為を

するように、不当に誘引し、そそのかし、若しくは強制すること。  

 

○不公正な取引方法（一般指定） 

（昭和57年6月18日公正取引委員会告示第15号） 

（共同の取引拒絶） 

１ 正当な理由がないのに、自己と競争関係にある他の事業者(以下「競争者」という。)

と共同して、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。 

 一 ある事業者に対し取引を拒絶し又は取引に係る商品若しくは役務の数量若しく

は内容を制限すること。 

 二 他の事業者に前号に該当する行為をさせること。 

 

（その他の取引拒絶） 

２ 不当に、ある事業者に対し取引を拒絶し若しくは取引に係る商品若しくは役務の数

量若しくは内容を制限し、又は他の事業者にこれらに該当する行為をさせること。 

 

（差別対価） 

３ 不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品若しくは役務を供給し、

又はこれらの供給を受けること。 

 

（取引条件等の差別取扱い） 

４ 不当に、ある事業者に対し取引の条件又は実施について有利な又は不利な取扱いを

すること。 
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（事業者団体における差別取扱い等） 

５ 事業者団体若しくは共同行為からある事業者を不当に排斥し、又は事業者団体の内

部若しくは共同行為においてある事業者を不当に差別的に取り扱い、その事業者の事

業活動を困難にさせること。 

 

（不当廉売） 

６ 正当な理由がないのに商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回る対価

で継続して供給し、その他不当に商品又は役務を低い対価で供給し、他の事業者の事

業活動を困難にさせるおそれがあること。 

 

（不当高価購入） 

７ 不当に商品又は役務を高い対価で購入し、他の事業者の事業活動を困難にさせるお

それがあること。 

 

（ぎまん的顧客誘引） 

８ 自己の供給する商品又は役務の内容又は取引条件その他これらの取引に関する事

項について、実際のもの又は競争者に係るものよりも著しく優良又は有利であると顧

客に誤認させることにより、競争者の顧客を自己と取引するように不当に誘引するこ

と。 

 

（不当な利益による顧客誘引） 

９ 正常な商慣習に照らして不当な利益をもつて、競争者の顧客を自己と取引するよう

に誘引すること。 

 

（抱き合わせ販売等） 

10 相手方に対し、不当に、商品又は役務の供給に併せて他の商品又は役務を自己又は

自己の指定する事業者から購入させ、その他自己又は自己の指定する事業者と取引す

るように強制すること。 

 

（排他条件付取引） 

11 不当に、相手方が競争者と取引しないことを条件として当該相手方と取引し、競争

者の取引の機会を減少させるおそれがあること。 

 

（再販売価格の拘束） 

12 自己の供給する商品を購入する相手方に、正当な理由がないのに、次の各号のいず



れかに掲げる拘束の条件をつけて、当該商品を供給すること。 

 一 相手方に対しその販売する当該商品の販売価格を定めてこれを維持させること

その他相手方の当該商品の販売価格の自由な決定を拘束すること。 

 二 相手方の販売する当該商品を購入する事業者の当該商品の販売価格を定めて相

手方をして当該事業者にこれを維持させることその他相手方をして当該事業者の

当該商品の販売価格の自由な決定を拘束させること。 

 

（拘束条件付取引） 

13 前二項に該当する行為のほか、相手方とその取引の相手方との取引その他相手方の

事業活動を不当に拘束する条件をつけて、当該相手方と取引すること。 

 

（優越的地位の濫用） 

14 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照ら

して不当に、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。 

 一 継続して取引する相手方に対し、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役

務を購入させること。 

 二 継続して取引する相手方に対し、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益

を提供させること。 

 三 相手方に不利益となるように取引条件を設定し、又は変更すること。 

 四 前三号に該当する行為のほか、取引の条件又は実施について相手方に不利益を与

えること。 

 五 取引の相手方である会社に対し、当該会社の役員(私的独占の禁止及び公正取引

の確保に関する法律(昭和二十二年法律第五十四号)第二条第三項の役員をいう。以

下同じ。)の選任についてあらかじめ自己の指示に従わせ、又は自己の承認を受け

させること。 

 

（競争者に対する取引妨害） 

15 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある他の

事業者とその取引の相手方との取引について、契約の成立の阻止、契約の不履行の誘

引その他いかなる方法をもつてするかを問わず、その取引を不当に妨害すること。 

 

（競争会社に対する内部干渉） 

16 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にある会社

の株主又は役員に対し、株主権の行使、株式の譲渡、秘密の漏えいその他いかなる方

法をもつてするかを問わず、その会社の不利益となる行為をするように、不当に誘引

し、そそのかし、又は強制すること。 



○農業協同組合法（抄） 

（昭和22年法律第132号） 

第九条 組合は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律

第五十四号。以下この条、第七十二条の八の二及び第七十三条の二十四において「私

的独占禁止法」という。）の適用については、これを私的独占禁止法第二十二条第一

号及び第三号に掲げる要件を備える組合とみなす。 

 

第十条 組合は、次の事業の全部又は一部を行うことができる。 

 一 組合員（農業協同組合連合会にあつては、その農業協同組合連合会を直接又は間

接に構成する者。次項及び第四項並びに第十一条の十五の二第三項及び第五項を除

き、以下この節において同じ。）のためにする農業の経営及び技術の向上に関する

指導 

 二 組合員の事業又は生活に必要な資金の貸付け 

 三 組合員の貯金又は定期積金の受入れ 

 四 組合員の事業又は生活に必要な物資の供給 

 五 組合員の事業又は生活に必要な共同利用施設（医療又は老人の福祉に関するもの

を除く。）の設置 

 六 農作業の共同化その他農業労働の効率の増進に関する施設 

 七 農業の目的に供される土地の造成、改良若しくは管理、農業の目的に供するため

の土地の売渡し、貸付け若しくは交換又は農業水利施設の設置若しくは管理 

 八 組合員の生産する物資の運搬、加工、貯蔵又は販売 

 九 農村工業に関する施設 

 十 共済に関する施設 

 十一 医療に関する施設 

 十二 老人の福祉に関する施設 

 十三 農村の生活及び文化の改善に関する施設 

 十四 組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結 

 十五 前各号の事業に附帯する事業 

２～２９ （略） 

 

第七十二条の八の二 私的独占禁止法第八条第一項第一号及び第四号の規定は、農事組

合法人が行う前条第一項第一号の事業については、適用しない。ただし、不公正な取

引方法を用いる場合又は一定の取引分野における競争を実質的に制限することによ

り不当に対価を引き上げることとなる場合は、この限りでない。 

 



第七十三条の二十二 中央会は、その目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

 一 組合の組織、事業及び経営の指導 

 二～六 （略） 

２・３ （略） 

 

第七十三条の二十三 全国中央会は、その事業の浸透徹底を図り、又は都道府県中央会

の事業の総合調整を行うため、都道府県中央会の指導及び連絡に関する事業を行うこ

とができる。 

２ 全国中央会は、前項の指導及び連絡を行うために必要があると認めるときは、定款

の定めるところにより、事業計画の設定若しくは変更その他業務若しくは会計に関す

る重要事項について都道府県中央会に指示し、若しくは都道府県中央会をして全国中

央会に協議をさせ、又は都道府県中央会に事務の報告若しくは書類及び帳簿の提出を

求めることができる。 

 

第七十三条の二十四 私的独占禁止法第八条第一項第一号及び第四号の規定は、中央会

が行う第七十三条の二十二第一項各号及び前条第一項の事業については、適用しない。

この場合には、第七十二条の八の二ただし書の規定を準用する。 

 


